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令和２年度
 決 算

　令和２年度決算は、一般会計の形式収支(歳入歳出差引額)が２億9,619万円、実質収支(形式収支
から翌年度へ繰越すべき財源を控除した額)が9,362万円となり、前年度に引続き黒字決算となる
など、特別会計(４会計)も含めすべて黒字決算になりました。

歳入

歳出
(目的別)

歳出(性質別)歳出(性質別)

市　税

113億3,303万円　25.4％

みなさんから
納めていただく
税金

譲与税・各種交付金

22億9,161万円　5.1％

地方交付税国庫支出金

51億5,159万円　11.5％

使用料・手数料、分担金・負担金

４億9,821万円　1.1％

みなさんに負担し
ていただく保育料
やごみ処理手数料
など

167億4,278万円　37.5％

特定の事業に対し
て国から支出され
る負担金や補助金

繰入金

５億4,445万円　1.2％

市　債

36億4,390万円　8.2％

建設事業の実施や、財源不足
に対処するための長期借入金

使い方の決まっていない国
や府からの交付金など

議会費

２億5,398万円　0.6％

市議会の運営

総務費

130億4,975万円　29.4％

民生費

土木費

160億1,779万円　36.1％

衛生費

33億9,222万円　7.6％

健康増進、ごみ・
し尿の処理など

24億9,543万円　5.6％

道路、河川、住宅、
交通安全施設の整
備や管理など

消防費

13億1,067万円　3.0％

消防や防災対
策など

教育費

32億7,803万円　7.4％

学校教育、社会
教育、スポーツ
振興など

生活保護、子育て
支援、高齢者・障
害者福祉など

その他

その他

14億1,681万円　3.2％

16億5,620万円　3.7％

農林業、商工・労働対策、災害復
旧など

寄付金、繰越金、貸付金等の返
還金収入、財産売払収入など

義務的経費
195億9,017万円

44.2％44.2％

【内訳】
扶助費　24.0％
106億2,784万円
人件費　13.1％
  58億1,338万円
公債費　 7.1％
  31億4,895万円

29.2％29.2％

繰出金
33億5,936万円

物件費
38億6,570万円

8.7％

7.6％

補助費等
129億5,839万円

普通建設事業費 5.5%
24億6,357万円

その他　4.8％
21億2,644万円

基金（貯金）の
取り崩しなど

問合せ先

行財政管理課

☎072－433－7266

歳入　446億5,982万円
歳出　443億6,363万円

一般会計

貯金箱

※歳入と歳出は、金額の大きい順に表示しています。財政用語の説明は、４ページをご覧ください。

(133,142円)

(524,669円)

(521,189円)

(196,696円) (60,522円)

(42,809円) (26,922円)

(5,853円)
(6,396円) (19,457円)

(16,645円) (2,984円)

(15,398円)

(29,317円)(36,994円)(38,510円)

(39,852円)(153,310円)(188,179円)

府支出金

27億9,805万円　6.3％

特定の事業に対して府か
ら支出される負担金や補
助金

(32,872円)

公債費

31億4,895万円　7.1％

市債（長期借入金）の返済

※下記掲載の％は、一般会計決算に占める割合を示しています。(　)内は、１月１日現在の住民基本台帳登録者数85,120人で割った市民１人当たりの金額です。

　歳入総額は、前年度決算に比べ約115億

円増加しています。

　主な増減項目としては、市税が約２億

円、繰入金が約１億円減少し、国庫支出金

が約108億円、市債が約９億円増加してい

ます。

　主な減少内容は、市税について、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による法人税割

の減少があげられます。また、繰入金につ

いては、かいづかふるさと応援基金からの

繰入金の減少があげられます。

　一方、主な増加内容は、国庫支出金につ

いて、特別定額給付金事業に係る補助金が

約86億円、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金が約10億円交付された

ことがあげられます。また、市債について

は、約７億円の借換を行ったことや、減収

補てん債の増加があげられます。

　歳出総額は、前年度決算に比べ約114億

円増加しています。

　主な増減項目としては、大きく減少し

た費目はなく、総務費が約86億円、民生

費が約８億円増加しています。

　主な増加内容は、総務費について、特

別定額給付金事業やふるさと応援基金の

積立金の増加があげられます。また、民

生費については、子育て世帯への臨時特

別給付金事業やひとり親世帯臨時特別給

付金事業があげられます。

　令和２年度は、特別定額給付金をはじ

め、新型コロナウイルス感染症対応に伴

う支出の影響が大きく表れています。

地方公共団体の税収などの格差
を調整するため、国が地方公共団
体に代わり徴収し配分するもの

446億5,982万円

443億6,363万円
企画・人事・税務など市役所の運
営、コミュニティ、文化振興など


